
   公立大学法人公立鳥取環境大学教員の任期に関する規程 

平成２４年４月１日 

鳥取環境大学規程第３０号 

 

 （趣旨） 

第１条 この規程は、大学の教員等の任期に関する法律（平成９年法律第８２号。以下｢法｣

という。）第５条第２項及び公立大学法人公立鳥取環境大学職員就業規則（以下「就業

規則」という。）第３条第２項の規定により、公立鳥取環境大学において任用される教

員の任期に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

（任期を定める組織等） 

第２条 任期を定めて任用する教員の教育研究組織、対象となる職、任期及び再任に関す

る事項は、別表第１のとおりとする。ただし、理事長が特に認める場合にあっては、別

表第２により任用することができる。 

 

 （休職等の期間の扱い） 

第３条 任期中、就業規則第１４条に基づき休職にされ、又は育児休業、介護休業、休暇

又は職務専念義務の免除（以下この条において「休職等」という。）により業務に従事

しなかった期間がある場合においても、任期は変更しない。 

２ 前項の規定にかかわらず、当該休職等の期間が１年以上にわたる場合又は休職等の期

間中に任期が満了する見込みである場合であって理事長がやむを得ないと認めたとき

においては、当該教員から申出に応じ、理事長は、１年以内又は当該休職等の期間のい

ずれか短い期間を限度として延長することができる。 

 

 （任期の例外） 

第４条 前２条の規定にかかわらず、任期の満了前に就業規則第２０条に定める定年に達

するときは、当該教員の任期は、定年に達する日以後における最初の３月３１日までと

する。 

 

（任用の同意）  

第５条 任期を定めて任用する場合には、文書により当該任用される者の同意を得なけれ

ばならない。 

 

 （再任の審査） 

第６条 再任の可否の決定は、当該任期期間中の評価の結果その他教員の勤務成績に基づ

いて、理事長が決定する。 

 

 （規程の公表） 

第７条 この規程を定め、又は改正した場合は、ホームページ等への掲載その他の方法に

より公表するものとする。 

 

 （委任） 

第８条 この規程に定めるもののほか、この規程の施行に関し必要な事項は、理事長が定

める。 

 



   附 則 

 この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成２６年規程第５号） 

 この規程は、平成２６年４月１日から施行する。 

 

   附 則（平成２６年規程第４３号） 

 １ この規程は、平成２６年７月３１日から施行する。 

 ２ 改正後の公立大学法人鳥取環境大学教員の任期に関する規程別表第１の規定は、平

成２５年４月１日以後の日を任期の初日とする労働契約について適用し、平成２５年

４月１日前の日を任期の初日とする労働契約については、なお従前の例による。 

 

附 則（平成２７年規程第３２号） 

 この規程は、平成２７年４月１日から施行する。



別表第１（第２条関係） 

教育研究組織 
対象と

なる職 
任期 再任に関する事項 

環境学部 

経営学部 

環境情報学部 

人間形成教育センター 

サステイナビリティ研究所 

地域イノベーション研究センター 

国際交流センター 

教授 

准教授 

講師 

５年 再任可。ただし、再任

された場合は、任期の

定めのない契約とす

る。 

環境学部 

経営学部 

環境情報学部 

人間形成教育センター 

サステイナビリティ研究所 

地域イノベーション研究センター 

国際交流センター 

助教 

助手 

３年 再任可。ただし、再任

は、１回限りとする。

なお、年度途中に任期

満了となる者について

は、当該年度末まで延

長することができる。 

 

別表第２（第２条関係） 

教育研究組織 
対象と

なる職 
任期 再任に関する事項 

サステイナビリティ研究所 

地域イノベーション研究センター 

国際交流センター 

教授 

准教授 

講師 

当該教育研

究を行う期

間 の 範 囲

内。ただし、

５年を限度

とする。 

再任は不可。ただし、

当該教育研究の遂行上

特に必要な場合は、１

回に限り再任可とす

る。 

 

 


